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第 7 期　決算公告
株式会社ジャパンビバレッジイースト

貸　　借　　対　　照　　表
（２０１６年１２月３１日現在）

(単位 ：千円）

　　　科　　　　　　　　　目 金 額 　　　科　　　　　　　　　目 金 額

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

　《流　動　資　産》 〈 1,436,389 〉 　《流　動　負　債》 〈 842,615 〉

現 金 及 び 預 金 338,573 未 払 金 173,595

売 掛 金 154,446 未 払 費 用 140,157

貯 蔵 品 14,173 未 払 法 人 税 等 148,137

前 払 費 用 4,341 未 払 消 費 税 75,004

未 収 入 金 11,121 賞 与 引 当 金 202,117

短 期 貸 付 金 801,023 そ の 他 の 流 動 負 債 103,602

繰 延 税 金 資 産 95,891

そ の 他 の 流 動 資 産 16,817 　《固　定　負　債》 〈 125,319 〉

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 29,790

　《固　定　資　産》 〈 302,950 〉 長 期 繰 延 税 金 負 債 95,529

　〈有形固定資産〉 〈 13,310 〉

建 物 5,960 負　　債　　合　　計　　 967,935

工 具 器 具 備 品 7,350 純　資　産　の　部

　《株　主　資　本》 〈 771,404 〉

　〈資　本　金〉 〈 80,000 〉

　〈投資その他の資産〉 〈 289,639 〉

長 期 貸 付 金 685 　〈利益剰余金〉 〈 691,404 〉

敷 金 及 び 保 証 金 7,009 利 益 準 備 金 17,704

前 払 年 金 費 用 280,795 そ の 他 利 益 剰 余 金 673,699

そ の 他 の 投 資 1,150 繰 越 利 益 剰 余 金 673,699

純　 資　 産　 合　 計 771,404

資 産 合 計 1,739,339 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,739,339
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1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

重要な会計方針

（1） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 … 最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定して

　おります）

（2） 固定資産の減価償却の方法

・ 有形固定資産 … 定額法によっております。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

この変更は、当事業年度より投資コストを資産の使用実態に応じて配分し、収益と減価

償却費との合理的な対応を図り、より適正な期間損益計算を行うため、定額法に変更

しております。

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は

軽微であります。

・ 無形固定資産 … 定額法によっております。
（リース資産を除く）

（3） 引当金の計上基準

・ 賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理することとしております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における 従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数 （10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

することとしております。

・ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4） その他の重要な事項

・ 消費税等の会計処理　　…　　税抜方式によっております。
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2.　会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2013年（平成25年）9月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　2013年（平

成25年）9月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連

費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期

首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高

に対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変

更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）及び事業分離等会計

基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響額はありません。

3.　貸借対照表に関する注記

(1) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務

① 短期金銭債権 千円

② 短期金銭債務 千円

21,903

171,558

5,623
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4． 税効果会計に関する注記

　(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　① 流動資産

 繰延税金資産

　　賞与引当金 69,690 千円

　　未払社会保険料 11,199 千円

　　未払事業税 12,755 千円

　　未払事業所税 2,247 千円

繰延税金資産合計 95,891 千円

　　② 固定資産

 繰延税金資産

　　一括償却資産 698 千円

　　役員退職慰労引当金 10,209 千円

繰延税金資産小計 10,907 千円

　　評価性引当額 ▲ 10,209 千円

繰延税金資産小計 698 千円

繰延税金負債

　前払年金費用 ▲ 96,228 千円

繰延税金負債小計 ▲ 96,228 千円

繰延税金負債の純額 95,529 千円

　(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 35.03 ％

（調　整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.18 ％

  過大役員報酬 0.36 ％

　評価性引当額増減 0.15 ％

　その他 1.53 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.25 ％

　(３)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（2016年（平成28年）法律第15号）及び「地方

税法等の一部を改正する等の法律」（2016年（平成28年）法律第13号）が2016年3月

29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用した法定実効税率は、2017年1月1日から2018年12月31日までに解消

が見込まれる一時差異については35.03％から34.48％に変更されております。

この税率変更による影響額は軽微であります。
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5.　関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等
（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 株式会社ｼﾞｬﾊﾟﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 被所有 役務の提供 売上高 6,307,675 売掛金 154,446

直接100％

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に価格交渉の上で決定しております。

6.　１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 482,127円 54銭

１株当たり当期純利益 139,647円 57銭

7． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

8．当期純損益金額

当期純利益 223,436 千円
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